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令和７年４⽉施⾏
建築基準法・建築物省エネ法の

改正について

宇都宮市 都市整備部 建築指導課
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① 法改正の概要
② 建築基準法改正（令和７年４⽉施⾏）について
③ 建築物省エネ法改正（令和７年４⽉施⾏）について
④ 周知事項

※ 出典︓下記の表⽰があるものは，国⼟交通省ウェブサイトに掲載されている
「建築基準法・建築物省エネ法 改正法制度説明資料 令和６年９⽉（https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf）」や、
「省エネ基準適合義務制度の解説〔第⼆版〕（https://www.mlit.go.jp/common/001627105.pdf）」等より引⽤。
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① 法改正の概要
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① 法改正の概要



5

① 法改正の概要
令和４年９⽉１⽇施⾏済
〇 住宅の省エネ改修に対する住宅⾦融⽀援機構による低利融資制度

令和５年４⽉１⽇施⾏済
〇 住宅トップランナー制度の拡充
〇 採光規制等の合理化
〇 省エネ改修や再エネ設備の導⼊に⽀障となる⾼さ制限等の合理化 等

令和６年４⽉１⽇施⾏済
〇 建築物の販売・賃貸時における省エネ性能表⽰
〇 再エネ利⽤促進区域制度
〇 防⽕規制の合理化 等

令和７年４⽉１⽇施⾏
〇 原則全ての新築住宅・⾮住宅に省エネ基準適合を義務付け
〇 構造規制の合理化
〇 建築確認審査の対象となる建築物の規模の⾒直し
〇 ⼆級建築⼠の業務独占範囲の⾒直し 等

6

① 法改正の概要
〇 令和７年4⽉以降に⼯事に着⼿するものが対象となる法改正の概要は以下のとおり。

〈１点⽬〉

※ 出典︓国⼟交通省ウェブサイトに掲載されている
「2025年4⽉施⾏に係る国⼟交通省からのお知らせチラシ（https://www.mlit.go.jp/common/001859062.pdf）」より引⽤。
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① 法改正の概要
〇 令和７年4⽉以降に⼯事に着⼿するものが対象となる法改正の概要は以下のとおり。

〈２点⽬〉

〈３点⽬〉

※ 出典︓国⼟交通省ウェブサイトに掲載されている
「2025年4⽉施⾏に係る国⼟交通省からのお知らせチラシ（https://www.mlit.go.jp/common/001859062.pdf）」より引⽤。
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② 建築基準法改正(令和７年４⽉施⾏)について
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② 建築基準法改正（令和７年４⽉施⾏）について

１ ４号特例の⾒直し（法第６条）
２ 構造規制の合理化
⑴ ⽊造建築物の仕様の実況に応じた壁量基準等の⾒直し
⑵ 階⾼の⾼い⽊造建築物等の増加を踏まえた
構造安全性の検証法の合理化

３ 軽微な変更・完了検査
４ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
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②-１ ４号特例の⾒直し（法第６条）
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②-１ ４号特例の⾒直し（法第６条）

建築基準法第６条区分の⾒直し

新

新

新※建築⼠が設計を⾏った場合
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②-１ ４号特例の⾒直し（法第６条）
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②-１ ４号特例の⾒直し（法第６条）
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②-１ ４号特例の⾒直し（法第６条）
「仕様表」の作成例

詳細は、「改正建築基準法 確認申請・審査マニュアル」を参考に作成してください。

※ 出典︓国⼟交通省ウェブサイトに掲載されている
「改正建築基準法 確認申請・審査マニュアル 2024年11⽉ 第３版（https://www.mlit.go.jp/common/001845811.pdf）」より引⽤。
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②-１ ４号特例の⾒直し（法第６条）
「構造詳細図」の作成例

詳細は、「改正建築基準法 確認申請・審査マニュアル」を参考に作成してください。

※ 出典︓国⼟交通省ウェブサイトに掲載されている
「改正建築基準法 確認申請・審査マニュアル 2024年11⽉ 第３版
（https://www.mlit.go.jp/common/001845811.pdf）」より引⽤。

16

②-１ ４号特例の⾒直し（法第６条）
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② 建築基準法改正（令和７年４⽉施⾏）について

１ ４号特例の⾒直し（法第６条）
２ 構造規制の合理化
⑴ ⽊造建築物の仕様の実況に応じた壁量基準等の⾒直し
⑵ 階⾼の⾼い⽊造建築物等の増加を踏まえた
構造安全性の検証法の合理化

３ 軽微な変更・完了検査
４ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
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②-３ 構造規制の合理化
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②-３ 構造規制の合理化
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② 建築基準法改正（令和７年４⽉施⾏）について

１ ４号特例の⾒直し（法第６条）
２ 構造規制の合理化

⑴ ⽊造建築物の仕様の実況に応じた壁量基準等の⾒直し
⑵ 階⾼の⾼い⽊造建築物等の増加を踏まえた
構造安全性の検証法の合理化

３ 軽微な変更・完了検査
４ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
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②-２⑴ ⽊造建築物の壁量基準等の⾒直し
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②-２⑴ ⽊造建築物の壁量基準等の⾒直し

建築主事等が別途必要と認める
場合には提出が必要
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②-２⑴ ⽊造建築物の壁量基準等の⾒直し
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②-２⑴ ⽊造建築物の壁量基準等の⾒直し
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②-２⑴ ⽊造建築物の壁量基準等の⾒直し
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②-２⑴ ⽊造建築物の壁量基準等の⾒直し
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②-２⑴ ⽊造建築物の壁量基準等の⾒直し

建築主事等が別途必要と認める
場合には提出が必要
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② 建築基準法改正（令和７年４⽉施⾏）について

１ ４号特例の⾒直し（法第６条）
２ 構造規制の合理化
⑴ ⽊造建築物の仕様の実況に応じた壁量基準等の⾒直し
⑵ 階⾼の⾼い⽊造建築物等の増加を踏まえた

構造安全性の検証法の合理化
３ 軽微な変更・完了検査
４ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
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②-２⑵ 階⾼の⾼い⽊造建築物等の構造検証合理化
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②-２⑵ 階⾼の⾼い⽊造建築物等の構造検証合理化
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②-２⑵ 階⾼の⾼い⽊造建築物等の構造検証合理化
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②-２⑵ 階⾼の⾼い⽊造建築物等の構造検証合理化
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②-２⑵ 階⾼の⾼い⽊造建築物等の構造検証合理化
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② 建築基準法改正（令和７年４⽉施⾏）について

１ ４号特例の⾒直し（法第６条）
２ 構造規制の合理化
⑴ ⽊造建築物の仕様の実況に応じた壁量基準等の⾒直し
⑵ 階⾼の⾼い⽊造建築物等の増加を踏まえた
構造安全性の検証法の合理化

３ 軽微な変更・完了検査
４ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
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②-３ 軽微な変更・完了検査
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②-３ 軽微な変更・完了検査
〇 令和７年４⽉以降に⼯事に着⼿する新２号建築物
は、完了検査において、全ての建築基準関係規定
に適合するかを検査することになります。

完了検査の実施

① 書類検査

※ 出典︓国⼟交通省ウェブサイトに掲載されている
「改正建築基準法 確認申請・審査マニュアル 2024年11⽉ 第３版
（https://www.mlit.go.jp/common/001845811.pdf）」より引⽤。

完了検査申請書 第四⾯ 抜粋（⽊造建築物の場合の記載例）

▼以降、主要構造部の接合状況、各部分の位置、形状 等の項⽬あり

完了検査は、対象建築物の⼯事が、確認に要した図書のとおり
に実施されたものであるかを確かめるため、各種の検査結果報告
書、⼯事写真等の確認を⾏う書類検査、及び⽬視、簡易な計測機
器等による測定、または建築物の部分の動作確認等により実施し
ます。
特に⽐較的⼩規模な⽊造建築物においては、施⼯者が作成する

品質管理記録等の各種書類を活⽤し、適切に申請者等から検査者
へ施⼯状況の報告を⾏えるようにすることが必要です。
また、指定建築材料である鉄筋、コンクリートについては、指

定建築材料として求められる仕様、性能であることを確認できる
必要があります。
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②-３ 軽微な変更・完了検査
① 書類検査（⼯事写真の例） ② 現場検査
完了検査時に現地で直接確認を受けることのできない部位を確

認できるように、以下の例を参考に、⼯事写真を撮影・整理して
ください。

⼯事写真リスト（例）

現場検査の⽅法については、指針告⽰（平１９国交告第835号）
に⽰されているとおり、確認に要した図書と、施⼯の状況が整合し
ていることを確認します。

現場検査事項の（例）

以上のほか、仕様表等に記載された内容のうち、現場検査で確認
できる項⽬について、検査することが考えられます。
構造関係規定については、完了検査時に、現場検査によっては多

くの事項について確認することが困難であるため、特定⾏政庁（宇
都宮市）が定める中間検査時に⽬視確認を⾏うか、書類、⼯事写真
等による検査や⼯事監理者へのヒアリング等により確認することに
なります。

※ 出典︓国⼟交通省ウェブサイトに掲載されている
「改正建築基準法 確認申請・審査マニュアル 2024年11⽉ 第３版（https://www.mlit.go.jp/common/001845811.pdf）」より引⽤。
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② 建築基準法改正（令和７年４⽉施⾏）について

１ ４号特例の⾒直し（法第６条）
２ 構造規制の合理化
⑴ ⽊造建築物の仕様の実況に応じた壁量基準等の⾒直し
⑵ 階⾼の⾼い⽊造建築物等の増加を踏まえた
構造安全性の検証法の合理化

３ 軽微な変更・完了検査
４ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
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②-４ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い

※ 図は４０ページに掲載

※
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②-４ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
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②-４ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
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②-４ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
〇 建築基準法現⾏基準での確認申請の受付期限については以下のとおり。
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②-４ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
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②-４ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
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③ 建築物省エネ法改正について
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③ 建築物省エネ法改正について

１ 改正の概要
２ 省エネ適判申請について
３ 省エネ適判を省略する場合（仕様基準等）
４ 完了検査について
５ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
６ 参考情報
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③-１ 改正の概要
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③-１ 改正の概要
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③-１ 改正の概要

③-１ 改正の概要
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③-１ 改正の概要
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③ 建築物省エネ法改正について

１ 改正の概要
２ 省エネ適判申請について
３ 省エネ適判を省略する場合（仕様基準等）
４ 完了検査について
５ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
６ 参考情報
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③-２ 省エネ適判申請について
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③-２ 省エネ適判申請について



55

③-２ 省エネ適判申請について
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③-２ 省エネ適判申請について
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③ 建築物省エネ法改正について

１ 改正の概要
２ 省エネ適判申請について
３ 省エネ適判を省略する場合（仕様基準等）
４ 完了検査について
５ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
６ 参考情報
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③-３ 省エネ適判を省略する場合（仕様基準など）
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③-３ 省エネ適判を省略する場合（仕様基準など）
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③-３ 省エネ適判を省略する場合（仕様基準など）
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③-３ 省エネ適判を省略する場合（仕様基準など）

仕様基準により，評価・確認する場合
・仕様基準ガイドブックを活用する事で，住宅の省エネ基準への適合を簡単に

確認することができます。

・仕様基準ガイドブックは，国土交通省ホームページからダウンロードできます。

断熱材の仕様・厚さ・熱抵抗を記⼊ 導⼊した設備をチェック
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③-３ 省エネ適判を省略する場合（仕様基準など）

現在，国⼟交通省のホームページ
でダウンロードできます。
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③-３ 省エネ適判を省略する場合（仕様基準など）

③-３ 省エネ適判を省略する場合（仕様基準など）

仕様基準の図書作成例について
・設計・監理資料集（住宅版）に，住宅の省エネ仕様基準等の申請図書の作成例
が確認する事ができます。

・設計・監理資料集（住宅版）は，国土交通省ホームページからダウンロードで
きます。
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③ 建築物省エネ法改正について

１ 改正の概要
２ 省エネ適判申請について
３ 省エネ適判を省略する場合（仕様基準等）
４ 完了検査について
５ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
６ 参考情報
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③-４ 完了検査について
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③-４ 完了検査について

完了検査・軽微な変更に必要な書類
・完了検査申請書（確認申請）
・省エネ基準工事監理報告書

・軽微な変更説明書（軽微な変更がある場合）

完了検査
申請書

（確認申請）

省エネ基準
工事監理
報告書

委任状

＋

（省エネ）
軽微な変更
説明書

添付図書
（根拠資料）

ルートＡ・Ｂ

ルートＣ

軽微変更

該当証明書

ルート 変更内容
Ａ 省エネ性能が向上する変更

Ｂ ⼀定範囲内の省エネ性能が低下する変更

Ｃ 再計算によって基準適合が明らかな変更

建築主

軽微変更該当
証明申請書

【省エネ適判の申請先】 ・完了検査申請書
・軽微な変更説明書

【建築主事若しくは
指定確認検査機関】

ルートＣ

ルートＡ・Ｂ

軽微変更
該当証明書

完了検査

（省エネ）
軽微な変更
説明書

添付図書
（根拠資料）

ルートＣに該当する場合は，事前に省エネ適判の
申請先に「軽微変更該当証明書」の交付を受ける
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③-４ 完了検査について
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③-４ 完了検査について
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③-４ 完了検査について

完了検査時に現場で必要な書類
部位 書類

断熱材 ・納⼊仕様書等
・⼯事写真（材料，厚さ，施⼯状況）

ガラス・建具 納⼊仕様書等
照明設備 納⼊仕様書等
空調設備

・納⼊仕様書等
・機器銘板等により検査換気設備

給湯設備
太陽光発電設備 ⼯事写真（材料，施⼯状況），納⼊仕様書等

≪注意事項≫
※写真の撮り忘れや，納⼊仕様書の紛失がない
ようご注意ください。

※窓の納品書の例

※断熱材の施⼯写真の例
※エアコンの機器銘板の例
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③ 建築物省エネ法改正について

１ 改正の概要
２ 省エネ適判申請について
３ 省エネ適判を省略する場合（仕様基準等）
４ 完了検査について
５ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
６ 参考情報
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③-5 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
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③-5 法改正の施⾏⽇前後の取扱い

〇 ４月以降に着工する場合，省エネ基準適合義務の申請は，一定の余裕を
持って申請をお願いします。
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③ 建築物省エネ法改正について

１ 改正の概要
２ 省エネ適判申請について
３ 省エネ適判を省略する場合（仕様基準等）
４ 完了検査について
５ 法改正の施⾏⽇前後の取扱い
６ 参考情報
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③-６ 参考情報
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④ 周知事項
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④ 周知事項

１ 各種申請⼿数料の⼀部改正
２ 確認申請等の電⼦化の取組
３ サポート体制
・ 建築⼠サポート体制
・ サポートセンター及びアシストセンター
・ 情報提供サイトの整理
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④-１ 各種申請⼿数料の⼀部改正

〇 令和7年4⽉から，本市の建築確認申請等の⼿数料の⼀部改定を予定しています。

今回の法改正に伴い、建築確認申請等の⼿数料の⼀部改定を⾏う予定です。

⼿数料改正時期
令和７年４⽉１⽇

改正⼿数料
詳細が決まり次第ホームページ等で公表します。
なお、栃⽊県の改正内容を参考に⾏う予定です。
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④-２ 確認申請等の電⼦化の取組

〇 確認申請等の電⼦化に
取り組んでいます。

詳細が決まり次第ホームページ
等で公表します。

国交省による
オンライン化の取り組み

※ JCBAにおいて順次開発を進めている。

令和７年度内の
「電⼦申請受付システム」
の試⾏実施を⽬指しています。

※ 出典︓国⼟交通省ウェブサイトに掲載されている「建築確認のオンライン利⽤率引上げの基本計画
第三者チェック委員会 第３回（令和6年3⽉27⽇）資料3 建築⾏政のデジタル化対応について

（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/content/001734216.pdf）」より引⽤。
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④-２ 確認申請等の電⼦化の取組

〇 確認申請等の電⼦化に取り組んでいます。

※ ⼿続きの詳細は各⾃治体で異なる場合があるのでご注意下さい。

申請、差し替えのための来庁が省略

確認申請のための印刷業務を省略

建築確認電子化のメリット

その他、指摘事項等もシステム上で送付が可能等

詳細が決まり次第ホームページ等で公表します。

行政サービスの向上を図りま
す。

申請方法が窓口申請，電子申請の２種類に増加
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④-３ 建築⼠サポート体制
〇 (⼀社)栃⽊県建築⼠事務所協会に，建築⼠サポート窓⼝が設置されています。

※ 出典︓⼀般社団法⼈ 栃⽊県建築⼠事務所協会ウェブサイトに掲載されている「建築基準法・建築物省エネ法改正
建築⼠サポート窓⼝（https://www.tkjk.or.jp/parts/files/revisedlaw-support-flyer.pdf）」より引⽤。
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④-３ サポートセンター及びアシストセンター
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④-３ 情報提供サイトの整理


